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ま え が き 

 

 

知識基盤社会への変化が進む中、従来の日本的雇用システムは、グローバルに通用するプ

ロフェッショナルの育成に不向きとされ、外部労働市場や教育・訓練システムを活用したプ

ロフェッショナル人材の育成の必要性が提言されてきた。 

しかしながら、能力開発基本調査によると、企業の教育訓練費の割合は 1990 年以降低下

傾向にあり、人材育成に問題ありとする企業や主体的なキャリア開発に問題ありとする労働

者がともに 7 割に上るなど、企業による計画的な人材育成や労働者の主体的なキャリア開発

には課題がみられる。 

最近の労働経済白書においても、労働生産性向上に向けた課題として、企業が行う人的資

本投資や自己啓発に注目し、独米と比べて人的資本投資が少なくなっていることや、自己啓

発の実施割合の伸び悩みが指摘されている。 

これらの分析は、企業内プロフェッショナル（企業の一員でありつつ企業の枠を超えて社

会的に通用する高い専門性を有し、自律的に職務遂行を行うなどの特徴を持つ）にも当ては

まるものと思われるが、これまで企業内プロフェッショナルの人的資本投資や自己啓発に関

する研究の蓄積はあまりなされてこなかった。 

このため、本研究は、企業内プロフェッショナルに焦点を当て、職種別の分析や企業内プ

ロフェッショナル等に対するインタビュー調査を行い、民間ビジネススクールによる企業内

プロフェッショナル育成の可能性や、企業内プロフェッショナルの人的資本の蓄積および専

門職制度の有効性と課題等を明らかにしようとするものである。 

 お忙しい中調査にご協力いただいた民間ビジネススクールや企業の関係者の皆様に心から

お礼を申し上げるとともに、本書が今後の企業内プロフェッショナルの育成や専門職制度に

関心を持っている方々の参考になれば幸いである。 
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